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施策のポイント

その他  教育・文化・スポーツ関連施策

自 治 体 情 報

電 話 番 号 

事 業 期 間
参考とした施策
関係施策分類

担 当 課

施 策 事 例 エ

岐 阜 県 多 治 見 市

教育委員会　教育研究所

標準財政規模／ 20,524,778千円人口／ 115,314人

親育ち４・３・６・３たじみプラン

実 施 主 体 多治見市
代表0572-43-3131　内線2230

平成21年度から平成22年度まで

http://www.city.tajimi.gifu.jp/gakko-kyoiku/
kyoiku_kenkyu_jyo/

関連ホームページ

健全な子どもの成長のためには、保護者自身の成長
や子どもとの良好な関係構築が不可欠。そこで、子
どもの成長段階に応じた働きかけ方についての啓発
を「親」や「これから親になる人」に行うことによっ
て、「親」としての成長を促すもの。
４･３･ ６･ ３とは、4：子どもを妊娠中から３歳ま
での４年間、３：子どもが３歳から６歳までの３年間、
６：子どもが小学生の６年間、３：子どもが中学生
の3年間を指す。

施 策 の 概 要

取組に至る背景・目的
　親のものの見方、考え方は、日々
の暮らしの言動を通じて子どもに伝
わり、子どもの生き方を作っていく。
現代の核家族化した家庭において
は、保護者の影響がより一層大きく
なっており、子育てにおいて、保護
者自身の向上を欠かすことができな
い。そこで、子どものそれぞれの年
代に応じて、保護者が子育てについ
て学び、良好な親子関係を築くため
の取組を行うもの。

取り組みの具体的内容
　親育ち支援委員会を 12名（有識者、臨床心理士、PTA役員、
小中学校代表、保育園・幼稚園代表、公募委員：２名 ) により組
織し、この委員会から、親育ちのための具体的な施策についての
提案のもと事業を推進している。
　また、事務局としては、教育委員会（教育相談室・教育研究所）、
健康福祉政策課、子ども支援課、保健センター、市民文化課等市
役所の各部局をもって編成し、親育ち支援委員会の提案の実施と
そのフィードバックを行っている。

施策の開始前に想定した効果、数値目標など
　教育に関することであり、効果が現れるには長期間を要する。本事業としては、まず「親育ち」と
いう概念を市民に理解していただくことをねらっている。具体的には、これまでの子育て・子ども育
成事業に「親育ち」という視点も持って事業に取り組み理解を図ること。また、現在行われている各
子育て・子ども育成事業の連携を図って効果をあげることなどを想定している。
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現在までの実績・成果
　平成 21年度については、「親育ち支援委員会」において、４・３期における市の事業の洗い出し
とその効果等について検討し、改善点を４点提案（妊婦への支援・各支援事業についての広報活動の
充実・支援事業と地域の活動団体との連携・親育ちモデル地区の設定）いただき、実施している。

導入・実施にあたり工夫した点や苦労した点とその対処法・解決策など
　「親育ち」についての啓発は、妊婦の方に対しても行うこととしたこと。また、子どもの成長段階
を大きく４段階に区分し、それぞれの段階に応じて具体的に取り組むこととした。

今後の展開と課題
　本年度においては、「親育ちモデル地区」の活動の支援と活動の経過をまとめ、各地区の取組の参
考となるようにすることや６・３期の活動についての検討を行う予定。

①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源
財源内訳（財源区分：①～⑤）

名称

所管

金額

補助率

①～④の名称、
所管など

0千円 0千円 0千円 0千円

予 算 関 連 デ ー タ

提供可能資料：多治見市親育ち支援委員会設置要綱、施策の概要図

1,342千円 1,342千円

総額
①～⑤の計
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